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事 務 連 絡 

令和２年７月７日 

 

 

一般社団法人日本ショッピングセンター協会 

一般社団法人日本百貨店協会           御中 

日本チェーンストア協会 

 

 

経済産業省大臣官房商務・サービス審議官 藤木 俊光     

 

 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者への支援施策等について 

 

 

 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者の方々に対する事業継続について

は、令和２年度第１次補正予算等により、各種支援策を講じているところです。今般、第２次

補正予算において、新たに「家賃支援給付金」が創設されることとなり、家賃支援給付金の

取扱い等に関し、下記のとおりお知らせいたしますので、貴団体加盟の事業者に対し、周

知頂きますよう、お願いいたします。 

 なお、貴団体加盟の事業者におかれては、取引や管理に際し、テナント事業者に対して

も、適宜、周知頂きますよう、よろしくお願いいたします。 

 

記 

 

１．家賃支援給付金について 
 
（１）テナント事業者に対する家賃支援給付金の創設について 
 

 ５月の緊急事態宣言の延長等により、売上の減少に直面する事業者の事業継続を

下支えするため、テナント事業者の地代・家賃（賃料）の負担を軽減することを目的とし

て、「家賃支援給付金」が新たに創設されました。 
 
 本年５月～１２月までのいずれか１ヶ月の売上高が前年同月比５０％以上減少又は

連続する３ヶ月の売上の合計が前年同月比３０％以上減少した中堅企業、中小企業、

小規模事業者、個人事業者を対象に、法人の場合には最大６００万円、個人事業者の

場合には最大３００万円が支給されることとなります。（別添資料１参照） 
 
（２）家賃支援給付金の給付に係る賃貸人又は管理業者への通知等について 
 
① 申請時における賃貸人又は管理業者の連絡先の記入 
 

 テナント事業者が、家賃支援給付金の支給を申請する際には、売上減少を確認

する書類、賃貸借契約書、直近３ヶ月間の賃料の支払実績を証明する書類等の提
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出が必要となるほか、申請に当たっては、賃貸人又は管理業者の名称、住所、電話

番号を記載することが必要となります。（別添資料２参照） 

 

② 支給決定に際しての賃貸人又は管理業者への通知 
 

 テナント事業者に対し、家賃支援給付金の支給が決定された際には、申請者本

人及び、賃貸人又は管理業者に対し、その旨が通知されることとなります。（別添資

料２参照） 
 
（３）免除又は猶予を行った場合の特例について 
 

 申請者であるテナント事業者が、賃料の支払いの免除又は猶予を受けている場合

や、支払いを滞納している場合においても、テナント事業者が、最低でも申請日から直

前１ヶ月以内にひと月分の賃料を支払っており、支払いの免除等を確認するために必

要な書類を提出し、特例として認められた場合には、給付金の支給を受けることができ

ることとなります。（別添資料２参照） 
 
 申請者から、支払いの免除等を証明する書類への署名等を求められることがありま

すので、ビル賃貸事業者や管理業者におかれましては、円滑な支給に向け、ご協力を

頂きますよう、お願いいたします。 
 
（４）家賃支援給付金を踏まえた対応について 
 

 賃貸人や管理業者におかれましては、テナント事業者から、申請に必要な書類の準

備等に当たり、賃貸借契約の内容等についての問合せが寄せられた場合において

は、ご協力を頂くとともに、支給決定の通知があった場合には、賃料等の取扱いにつ

いて、テナント事業者の事業継続に配慮した協議など適切な対応を行って頂きますよ

うお願いいたします。 

 

２．賃貸人とテナント事業者との間での協議について 
 

 新型コロナウイルス感染症の影響により経済的困難に直面する中、賃貸人とテナント

事業者が事業を継続するためには、賃貸人、テナント事業者の双方が、賃貸借契約の維

持に資するよう、パートナーシップ・信頼関係の維持・強化を図りつつ、誠実な協議に努

めることが重要です。 
 
 こういった趣旨を踏まえ、既に講じられている固定資産税等の減免措置や、新たに設

けられる家賃支援給付金、地方公共団体による各種支援策等を活用し、賃貸人、テナン

ト事業者の両者において、それぞれの支援策の活用の状況等を踏まえた賃料等の取扱

いについて、誠実な協議に努めて頂くよう、お願いいたします。 
 
 なお、賃貸借契約については、法務省民事局において、基本的なルールを解説した

Ｑ＆Ａが作成、公表されております。（別添資料３参照） 

  

３．金融機関による資金繰り支援について 
 

 財務省、経済産業省及び金融庁では、事業者・個人への元本据置等の条件変更や
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新規融資の迅速かつ適切な実行を更に徹底する観点から、金融機関に対し、以下の内

容について、要請がなされておりますので、資金繰り支援が必要な場合には、取引先の

金融機関に積極的にご相談下さい。（別添資料４） 
 
・ 家賃支払いが深刻な課題となっている中小事業者・個人に対する、実質無利子・無

担保融資や、既往債務の条件変更等の迅速かつ柔軟な実施 
 
・ テナントビル等のオーナー等に対する、新規融資・つなぎ融資や、既往債務の条件

変更等の迅速かつ柔軟な実施 

  特に、オーナー等がテナント等に対して例えば一定期間の賃料の減免・支払猶予

等を行っている場合における、当該賃料の減免・支払猶予等に対応する期間につい

て、既往債務の条件変更等の迅速かつ柔軟な実施の徹底 
 
・ 既往債務の条件変更にあたって発生する手数料・違約金等について顧客の事情を

勘案した特段の配慮 

 

４．固定資産税等の減免措置について 
 
 新型コロナウイルス感染症の影響により事業等に係る収入に相当の減少があった場

合、中小事業者、中小企業者が所有し、事業の用に供する家屋（建物）及び償却資産

（設備等）の令和３年度の固定資産税及び都市計画税が、事業に係る収入の減少幅に

応じ、ゼロ又は１／２となります。(※) 
 
 （※）令和２年２～１０月の任意の連続する３ヶ月の事業に係る収入が前年同期比３０％以上５０％未

満減少した場合は１／２に軽減、５０％以上減少した場合はゼロ（全額免除）となります。 
 

 この場合、不動産所有者等がテナント等の賃料支払いを減免した場合や、書面等によ

り一定期間、賃料支払いを猶予した場合も収入の減少として扱われます。 
 
 なお、テナント等の賃料支払いを猶予したことによる収入減少をもって本措置の適用を

受けようとする場合、３ヶ月分以上の賃料を、それぞれの賃料の支払期限から３ヶ月以上

猶予していること（※）が必要となります。また、新型コロナウイルス感染症の影響により賃

料支払いを猶予したことを証する書面の提出が必要になりますので、別添資料５の様式

を参考に書面を作成してください。（様式はあくまで一例であり、個別の合意内容・状況

等に応じて編集可能です。） 
 

 （※）例えば３～５月分の賃料を猶予した場合、猶予された分の賃料は、３月分は６月以降に、４月分

は７月以降に、５月分は８月以降に支払われる必要があります。猶予した３～５月分の賃料を、例

えば６月に一括払いとする場合は適用の対象となりません。（詳細は別添をご参照ください） 
 
 なお、４．の内容については、本日付けで総務省より地方自治体宛てにも通知されて

おります。 

 


